
                                                                                                          

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３「公共建築物のあり方」検討の方向性（案） 

(２)施設規模の効率化による必要なサービス水準の確保 中長期 

・必要なサービスを効率的に提供できる量に集約 

・学校施設を中心とした公共機能の複合化による地域コミュニティの拠点づくり

２ 来年度以降のスケジュール（案） 

 

平成 24 年度 

３月 白書最終版公表（ホームページで公表 ※印刷物は５月） 

 

平成 25 年度 

   ５月～出前講座の実施 

   年内 「公共建築物のあり方」の検討状況を報告（常任委員会報告） 

３月 「公共建築物のあり方（素案）」のとりまとめ（常任委員会報告） 

 

平成 26 年度 

     市民意見募集の実施 

市民意見募集結果のとりまとめ（常任委員会報告） 

     「公共建築物のあり方」を公表（常任委員会報告） 

１ 公共建築物マネジメント白書の各章の修正事項と第４章の骨子 

 

横浜市公共建築物マネジメント白書について            

(３)【課題解決に向けた選択肢】今後重点的に取り組むべき視点 

 
 

(１)【構成】 

第 1章 市勢状況等の把握 

※内容精査等 

第 2章 保有する公共建築物

の整備状況と保全の

取組 

※保全費の将来推計につ

いて精査（別紙資料） 

※耐震対策状況を加筆等 

第 3章 用途別実態把握 

※数値の精査等 

第 4章 課題の整理と解決に

向けた選択肢 

※内容の充実 

第 5章 公共建築物の施設情

報一覧表 

※数値の精査等 

(２)【公共建築物について見えてきたこと】 

○保全費の時間計画保全に基づく将来推計の総額は約1.8兆円

であり、年平均額は現行予算を大きく上回ります。 

○学校施設は人口急増にあわせて整備してきましたが、市民利

用施設は、広がる市民ニーズを反映し種類を増やしてきまし

た。 

○市民利用施設や社会福祉施設は平均築年数が約 25 年程度で

あり、まだ長期にわたり活用できます。 

○大規模な量を有する学校施設は、十数年後から建替えの問題

が顕在化していきます。 

○同種用途でも個々の施設ごとの利用状況に大きなばらつき

がある。 

○同種用途でも個々の施設ごとの管理運営費に大きなばらつ

きがある。 

市民意見 
募集結果 

(裏面参考) 
 

H24.11.22
～12.26  
654 人 
2116 件 

ア 保全にかけるコストをどの程度とすべきか 

 施設修繕や設備更新の頻度、質、投資額を見極めるにあたり、施設の種

類や機能に応じて差をつける検討も必要。 

イ 保全にかけるコストと施設の数や量とのバランスをどの程度とすべ

きか 

 保全水準の検討にあたり必要となる施設の数や量の議論は、一律の増減

ではなく施設の種類や機能ごとの検討も必要。 

ウ 施設の老朽化にあわせた対応をどうするか 

 老朽化が進み建替えが必要になった場合、必要なサービスを適切に供給

でき、かつ効率化を図っていく、という視点も必要。 

エ 運営にあたっての経営努力は十分か 

 利用者増へ向けた取組、運営コスト削減、運営方法見直し等、広く可能

性を探ることが必要 

 
 

出前講座等で市民の皆様と課題を共有し、いただいたご意見を踏まえながら、取

組の方向性について「公共建築物のあり方（行動方針）」としてとりまとめます。「あ

り方」には、各所管区局が取り組むべき行動方針等を明示することを考えています。
 

(１)保全水準の見直しによる効率的な保全費の確保 短 期 

・状態監視保全の効果を保全費の将来推計に反映 

・保全管理指針の策定による必要な保全費の精査 

(３)運営状況の改善等による保全費財源の確保 短中期 

・総合的な運営改善の取組 

・多様な管理手法の検討 

・国費だけでなく民間資金を活用する等新たな保全手法の導入 

 

本編：P.212概要版：P.6

本編：P.216 概要版：P.9

概要版：裏表紙 

平 成  25 年  3  月  19  日
政 策・総 務・財 政 委 員 会
配       付       資      料
財           政           局



 
 
 

参考 

市民意見募集では、最終版の作成にあたって、ほかに分析した方が良い視点や、

施設の維持・保全について本市が今後重点的に取り組むべき内容等についてご意見

をいただきましたので、その結果について報告します。 

 横浜市公共建築物マネジメント白書（素案）に関する市民意見募集結果について 

 

～媒体別回答者数～ 

合計 ：６５４人 

 
(内訳) 
はがき   ：112 人(17.1%)
電子ﾒｰﾙ ：  1 人( 0.2%) 
ﾌｧｯｸｽ   ：  0 人 
電子申請 ：  8 人( 1.2%) 
ｅｱﾝｹｰﾄ ：533 人(81.5%)

○施設の維持保全について本市が今後重点的に取り組むべき内容について多くの回答をいただきました。 

○回答総数は 2,116 件（複数選択可）です。 

○60 歳以上の方は、利用頻度が「週に 2回以上」「週に一度くらい」だけで６割近くを占めており、「月に一度く

らい」も含めると、８割を超えています。 

○一方、60 歳未満の方は、「週に 2 回以上」「週に一度くらい」は３割程度であり、「月に一度くらい」を含める

と６割に達しています。 

平 成  25 年  2  月  21  日
政 策・総 務・財 政 委 員 会
配       付       資      料
財           政           局

   
図１[年 齢] 図２ [利用している・ 

興味のある施設] 
図３[利用頻度] 

意見募集期間：平成 24 年 11 月 22 日～12 月 26 日 

○「年齢」分布(図１)では、30 歳代から 60 歳代までそれぞれ 15％超を占め、70

歳代も 11％を占めており、各年代の意見がまんべんなく反映されていると考え

られます。 

○「利用している、若しくは興味のある施設」（図２）では、教育文化施設、コミ

ュニティ施設、スポーツレクリエーション施設で全体の 8割を占めています。 

○「利用頻度」(図３)については、「月に一度くらい」より多く利用する回答者が

70％となっており、定期的に利用する市民の皆様の意見も多く反映されている

と考えられます。 

○公共建築物の耐震対策状況         ○インフラについても分析するべき  ○詳細な利用実態の把握       

○機能が重複している施設が無いか   ○現在の各施設の必要性            ○地域の意見を聞くこと  等 

１ 白書（最終版）の策定に向けて 

（１）白書（素案）のデータ分析により明らかになったことや市民意見募集結果をふまえて、公共建築物の現状を 

より具体的に示します。 

     

・同一施設の間でも利用状況や管理運営コストのばらつきが大きいこと 

   ・公共建築物の耐震対策状況 等 

 

（２）白書（素案）で挙げた「課題解決の選択肢」である 

 

ア 予防保全にかけるコストをどの程度とすべきか？ 

イ 保全にかけるコストと施設の数や量とのバランスをどの程度とすべきか？ 

ウ 施設の更新（老朽化）にあわせた対応（複合化等）をどうとらえるか？ 

エ 利用者（収入）増等に向けた施設管理者の経営努力は十分か？ 

   

等について、様々な方向性に対する視点として市民意見募集の結果を例示するなどし、より具体的な 

課題としてご理解いただけるよう充実させます。 

 

２ 今後の取組について 

（１）３月の常任委員会で最終案を説明し、内容についてご確認いただいた上で、年度内にホームページ上での公表

を予定しています。 

（２）平成 25 年度内に公共建築物のあり方の素案をとりまとめます。そのため、まずは出前講座等を実施し市民の皆

様と課題を共有していきたいと考えています。なお、委員の皆様にも節目節目でご報告、ご意見をいただきな

がら取組を進めていきます。 

図５ [今後重点的に取り組むべき内容] 図５ [今後重点的に取り組むべき内容] 

（
自
由
記
載
） 

 

 

週に 2 回以上 週に一度くらい 月に一度くらい 年に 2，3 回くらい 

年に一度くらい 全く利用しない

60 歳代 
～70 歳以上 

40 歳代 
～50 歳代 

20 歳未満 
～30 歳代 

図４ [年齢×利用頻度] 

教育・文化

週に２回
以上 



 別紙  

 

保全費の将来推計の精査について（素案段階から最終版への精査） 

 
 

（１） 個々の公共施設（都市基盤施設及び公共建築物）にかかる最新の保全計画等に基づき、

改めて保全費を推計し直しました。 

（２） 白書素案段階（H24.11.22）では、保全費として一括りにまとめてお示ししていました

公共建築物の建替費※１（喫緊の課題である耐震対策や将来の老朽化対策）について、

明確に区分することとしました。      ※１：20 年推計の年平均額約 50 億円 

（３） 白書素案段階（H24.11.22）では、下水道事業などの企業会計への一般会計からの繰出

金を保全費に含めていましたが、白書最終版では各会計ごとの歳出ベースでお示しした

方がわかりやすいと考え、企業会計への一般会計からの繰出金※２について、一般会計

の将来推計の集計から除くこととしました。 ※２：20 年推計の年平均額約 60 億円 
 
 

【一般会計の将来推計】 

 

将来推計 参考 

白書素案段階

（H24.11.22）

白書最終版 

（H25.3.19）

平成 24 年度 
予算 

平成 25 年度

予算案 
(平成 24 年度

2 月補正含む)

保全費の 20 年推計の総額 約２兆円 約１.８兆円 － － 

建替費を含む 
保全費（Ａ） 

20 年 
推計の

年平均 
額 

約９６０億円 約９００億円 約６００億円 約７００億円

 
うち建替費

（Ｂ） 
約５０億円 約５０億円 約２０億円 約６０億円 

保全費 

(建替費を含まない)

（Ｃ=A-B） 

約９１０億円 約８５０億円 約５８０億円 約６４０億円
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